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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
Panasonic電工の村越と申します。　本日はJEITA関西、環境対策委員会で電気･電子業界の立場での環境法規制への対応について議論している中から、　ここに示しますタイトルで　お話させていただきます。
一方、後で紹介しますJAMPの技術委員会のうち、ガイドラインとAIS作成技術�委員会委員をしている関係から、その活動についても触れさせていただきます。　

産業界が扱う物質の数は、10万とも15万とも言われます。　もちろんすべての物質が規制対象ではありませんが、リスクを考慮し、私たちにとって有害な物質は世の中にある製品に含まれることの無いよう努めていかなければなりません。



グローバル規制と電機･電子業界

• 従来、化学物質含有情報は化学業界が把握し、作業安全
中心でとらえられてきた。 ⇒原材料以外は対象外

• 安全性の評価は行政側の責任で進められてきた。

• 既存化学物質についての再評価は進んでいなかった。

特に電機・電子製品の 輸出先でもある欧州市場では
2007年より REACHにおいて

• 製品(アーティクル)中の含有化学物質についても規制
される動きが出てきた。

• 安全性の評価を産業界側の負担で実施するよう求められる
ようになってきた。

• 新規化学物質だけでなく、既存物質の安全性再評価が求め
られるようになった。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
化学物質の安全性については、従来、ここに示しますように電気･電子部品関連産業から見ると、ある一部のセクションのみが関わってきたという背景があり�ました。
即ち、1)化学薬品や材料を扱う部門だけが管理し、2)評価そのものも最終的には行政側の責任とし、3)既存化学物質については再評価が基本的には行われて�こなかったという状況がありました。

ところが、2007年に欧州でREACHと呼ばれる化学品規制が施行されたことで、�業界にも　大きな影響が出てまいりました。
なかでも、最もインパクトが大きかったと思われるのは、ここに示すように、「製品中の含有化学物質についても全面的な規制が始まった」ということです。
ここで言われているのは、特定の有害物質を使うな!　ではなく、物質の含有量をサプライチェーンの中で伝達しなさい、というものです。　それまでも特定の6物質の含有を禁止するRoHSという規制は存在していましたが、それは含有の有無の
管理でした。
しかし、情報を伝達せよという要求は機器による分析体制をそろえても、対応できるものではありません。
なお、REACH規則では液体、粉体等の原材料を除くすべての製品のことをアーティクルと呼んでおり、今日は、私もその呼び方をつかわさせて頂きます。
後でも触れますが、多くの電気製品は世界中からその部品が調達され、本来欧州の規制であるREACHも、間接的には、グローバルに影響を与えるということになります。



物質情報伝達の課題

川上
（原材料）企業 川中(部品加工)企業

川下(完成品)企業

• 川上企業からの情報が適切に伝達される仕組みが
必要 （逆に、川下からの用途情報も！)

• 加工段階での濃度変化、化学反応の定量把握が
必要 (専門家の養成)

労働安全の視点
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すべて

アーティクルと
呼びます。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ものづくりの流れを大きくみっつに分けて説明したいと思います。
一番右側にある最終製品が出来上がるまでには、鉱山から採掘される天然資源を初め、化学材料を提供いただく川上と、それを加工して部品、部材を提供する�川中とそれらを最終的に組立完成させて市場に提供する川下という企業が必要となります。
もちろん、これらの機能をひとつの会社の中にすべて包含している場合もありますが、便宜上、このように分けて説明させていただきます。
化学物質の安全性は完成品として消費者に渡るまでの段階では、通常、労働�安全の視点でとらえられることになり、その作業に関わるプロフェッショナルに対し、必要な情報を提供することに主眼が置かれています。
これに対し、製品そのものでの化学物質対策は個別分野での規制がベースに�なっていました。　例えば、食品、薬品、化粧品等を上げることが出来るでしょう。
REACHをはじめとした新しい規制では電気･電子製品等を含めたすべての消費者製品に対しても製品中に有害な物質が含まれていないかを明らかにし、その使用を制限していこうとしています。
これに伴って、アーティクルのメーカーにも有害物質の含有の有無を情報として�伝達する義務が出てきました。　また、組立加工中に新たな化学薬剤を用いる�場合は、その反応の結果、有害物質が生成されていないか、の把握も必要となりました。
これは中小企業で化学的知識をそれほど要求されなかった現場にとっては�まったく新しい管理を求めることになりました。



アーティクルマネジメント推進協議会(JAMP)の設立

社会のトレンド
産業界横断
の情報伝達
のしくみ構築

管理
ガイドライン

の制定

伝達様式
の制定

物質リスト
の提供

しくみの普及
ITインフラ

整備

AIS,
MSDS ＆
MSDSplus

中小支援、
アジア諸国
との連携
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背景

アーティクル
製造業者の

法規制対応力
アップ

グローバル
環境法規制

化学物質
管理

ＪＡＭＰの活動

課題から！

なんという有害物質がどこに、
どのくらい含まれている・・・

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
そのような背景から、日本の産業界横断による組織、JAMPが2006年に設立されています。
それまでも業界毎に化学物質の情報伝達に取り組む動きがありました。　しかし、　先ほど　お話したように、情報伝達は材料から最終製品メーカーまでサプライ
チェーン全体に渡って取り組まなければ、効率的な運用は出来ません。　例えば、自動車部品業界、電子部品業界のみでシステムを構築しようとすると、その業界で都合のよいしくみができることは当然のことといえます。　しかし、その他の利害関係者は情報伝達に当たって不利益を強いられることが少なくありませんし、その中を流れる情報の信頼性は低下するリスクがあります。
伝わるべき情報は、ここに示すように「なんという有害物質がどのくらい含まれるか」　です。
JAMPではサプライチェーン全体が標準化様式を使うなど、データの質を維持�しつつ、すべての関係者が参加できる活動を目指しています。
活動の軸としてはここに示すように、しくみの提案、推奨管理対象物質リストの�提供、　中小企業支援、アジア諸国との連携といったものがあります。
特にデータをどのような基準に基づいて記述するかということは、実は専門的な�知識や経験が必要とされることのひとつです。コンピュータも大昔はA社のシステムとB社のシステムには互換性がないという状況がありました。　パソコンやインターネットの普及はグローバルに共通な決まりに基づいて、情報の交換が出来るようになったことが大きく寄与しています。
JAMPはこのように、伝達のしくみの標準化で、目的を達成したいと考えています。



ＪＡＭＰ紹介
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Webサイト：
日本語： http://www.jamp-info.com/ 英語： http://www.jamp-info.com/english
会員数 ： ３５８ （2009/11/9 現在）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
JAMPのホームページの一部を紹介しています。
先ほどの説明で、伝達様式について触れましたが、化学物質情報を伝達する様式、　フォーマットとしてJAMPではMSDSplusとAISを提案しています。具体的にはパソコンでよく使われるスプレッドシートをイメージしていただくとよいと思います。運用上はマイクロソフト社のエクセルというプログラムを利用してxmlという電子データをアウトプットして企業間で受け渡しする仕様になっています。

MSDSplusはプラスチック部品の元となる成形材料ペレット、添加剤、塗料等の�メーカーが作成し、下流の企業に提供するものです。
これに対し、特定の部品等、一定のデザイン形状を与えられて、化学変化が一旦固定　されたと考えられるアーティクルに対してはAIS、アーティクルインフォメー�ションシートというものが利用できます。
このスライドの下段に示すように、パソコンのキーボードのキーを例に取ると、一番　　左側のものが調剤と呼ばれるもので、これが具体的なキーの形になるところからアーティクルと位置づけられることになります。
アーティクルは幅広く捉えられ、キーボードのキーのように比較的単純なものから自動車のようなものまであり、通常は複雑さが増すほど、そのサプライチェーンも多層化してくるといえます。AISは製品毎に発行されますので扱う製品の品番数がとてつもなく多くなるケースもあります。

http://www.jamp-info.com/�


業界横断活動の重要性

業界毎の
個別慣習

バラバラな
要求の
しかたが

混乱招いた

伝達方法の
標準化、
効率化

業界横断の
調整機能が

必要

行政と
産業界の

連携

日本の
国際競争力

確保
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業界事情 要件

・薬品、調剤の為の管理様式
・リサイクルの為の管理様式
・車業界の管理システム

・Ａ社様式
・Ｂ社様式への書き換え
・ネットでのログイン方式要請

有
害
化
学
物
質
リ
ス
ク
を
最
小
化
！

ＪＡＭＰの活動

運用方法

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に業界横断活動の重要性についてお話します。
情報伝達にはより広い範囲での標準化されたしくみが必要となります。　技術開発　　競争としてのVHSとベータ方式の例とは狙いが異なります。　これが推進されなければ　｢有害物質リスクを最小化させる｣という共通の利益が得られないからです。

サプライチェーンが長いということは情報をバケツリレー式に伝達していくと時間がかかるという事です。　物質の安全性評価は通常、川上企業が担当しますがサプライチェーンが長いと、はるか川下でその物質がどのように使われるかといった�情報がなかなか入ってきません。　仮に最終的に子供のおもちゃに使われるプラスチック、最近ではポリカーボネートが話題になっていますが、これに対し、川上での評価に子供がなめても問題ないか、といった評価項目が抜けていると、川下と�してはそのプラスチックを使えないといった事態が生じます。

これを防ぐには、最終の用途がきちんと評価を担当する川上まで伝わっている�必要があります。
これを情報の伝達という点で見ると川下から川上に情報を渡すというしくみも必要になってきます。　これが業界横断で取り組まなければならないという理由の�ひとつです。



ITツール、ネットワークインフラの活用

物質情報は
物の流れと

共に!

SC管理が
複雑化し、
迅速化必要

標準化された
情報化基盤

が必要

電子商取引
(EC)の一部
として運用

7

事業規模に
応じて電子メール
ベースでも運用可

情報交換
コストの
肥大化

背景

登
録
作
業
の
削
減

複
数
利
用

情報提供側 情報収集側

運用

注：
SC： Supply Chain
AS： Application Service

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
情報伝達を促進させる手段としては、ネットワークインフラの整備も重要です。
川上から発信された情報は基本的にはモノの流れと共に伝達されます。　もし�規制対象の物質が追加されたりすると、伝達される情報も改定されなければなりませんし、それまでに発信済みのデータとの区別の為の管理も必要となります。
いわゆるバージョン管理といわれるものです。
これは設計変更によって部品が変わった場合などにも発生します。
これらに迅速に対応していく為には、ITなどの活用が望まれます。　事業規模にも影響しますが、グローバルにサプライチェーンを形成している場合は特に重要な要素となります。
JAMPではこれらに答えるものとしてグローバルポータルというしくみも提案して�います。



川中への啓発と課題

加工の
各ステップで
物質を把握

化学材料
メーカー

化学物質
管理の

経験が浅い

中小企業
支援が必要

部品加工
メーカー

完成品
メーカー
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日本の
国際競争力

確保

商社

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
アーティクル製造メーカーとしては、多数の中小加工業者が存在すると考えられ、�これらの企業はコストの面などから、一貫製造メーカには出来ない、特異なサプライチェーンを利用していることが考えられます。　
川中、川下をすべて自社でカバーする場合は各工程での化学反応の情報伝達も比較的行ないやすいのですが、規模の小さな部品メーカーが商社等を経由して�調剤などを調達してくる場合、これまで苦手としてきた化学知識が求められたり、あるいは何階層にも及ぶ情報授受の監視をしなければならなくなります。
この為、JAMPではこのようにボトルネックの発生するリスクがある部分に対する�支援も推進していこうとしています。

http://www.jamp-info.com/�


グローバルな展開の必要性

アジアで部品が
製造され

日本で組立
加工され

欧州で
使用され

リサイクル

電子ゴミ
となる
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北米で
使用され

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
例として、電気製品が製造され、最終廃棄に至るまでの動きを考えて見ます。
今や、多くの電子部品、デバイスがアジアの開発途上国などから供給され、これを日本等で組立完成させ、欧州や北米地域に販売するといったことは当たり前に�なっています。
このような流れを考えると、最終製品を製造する日本メーカーは販売先の化学品規制を把握し、それに必要な情報をアジアのサプライヤーにも依頼する必要が�あります。
更にその製品が利用されて、ユーザーがもはや使わなくなると、その段階で廃棄物となります。　これからの化学物質管理はこの廃棄段階も考慮されなければなりません。
これらの廃棄物は、リサイクルや新たな資源としての利用可能性が残されて�いますが、もし適切な対応が行われないと、途上国での電子ゴミ問題を引き�起こすリスクがあります。



製品ライフサイクルと

化学物質リスクマネジメント

労働安全 使用時の安全 廃棄時の安全

10

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
製品のライフサイクル全体を考えると、このように大きくみっつの段階に分解�して考えることが出来るでしょう。
古くなった消火器の取扱が問題になったことがありましたが、化学物質情報伝達はライフサイクル全体に渡って管理される必要があるといえます。



ＪＡＭＰを通じた取組の方向性 まとめ

有害物質情報がSCを
適切且つグローバルに

伝達されること

リスクマネジメント
がベース

利害関係者との
コミュニケーション

の促進と
ボトルネックの解消
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日本の製造業が
国際的な競争力を

維持する為に

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
以上、化学物質の取り扱いについて電気･電子製品業界の視点で見てまいりましたが、JAMPを軸とした活動ではここに掲げた３つのポイントで推進していきたいと考えて　　おります。
ご静聴ありがとうございました。

http://www.jamp-info.com/�
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